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○富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例 

平成27年３ 月24日条例第13号 

改正 

平成31年３ 月20日条例第８ 号 

令和２ 年６ 月29日条例第18号 

富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例 

富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例（ 昭和48年富津市条例第44号） の全部を次の

よ う に改正する 。  

（ 目的）  

第１ 条 こ の条例は、 重度の知的障害者、 身体障害者及び精神障害者（ 以下「 重度心身障害者」 と

いう 。 ） に対し 医療費及び調剤費（ 以下「 医療費等」 と いう 。 ） の一部を助成する こ と によ り 、

その健康の保持と 生活の安定に寄与する と と も に重度心身障害者の福祉の増進を図る こ と を目的

と する 。  

（ 用語の定義）  

第２ 条 こ の条例において「 重度心身障害者」 と は、 次の各号のいずれかに該当する 者をいう 。  

( １ )  身体障害者福祉法（ 昭和24年法律第283号） 第15条第４ 項の規定によ り 身体障害者手帳の交

付を受けた者で、 身体障害者福祉法施行規則（ 昭和25年厚生省令第15号） 別表第５ 号の１ 級又

は２ 級に該当する 障害を有する も の 

( ２ )  児童福祉法（ 昭和22年法律第164号） 第12条の児童相談所又は知的障害者福祉法（ 昭和35

年法律第37号） 第12条の知的障害者更生相談所において、 その障害の程度が千葉県療育手帳制

度実施要綱（ 昭和62年１ 月６ 日付け障第329号） 別表の最重度又は重度に該当する と 判定さ れた

者 

( ３ )  精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律（ 昭和25年法律第123号） 第45条第２ 項の規定に

よ り 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、 精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律

施行令（ 昭和25年政令第155号） 第６ 条第３ 項の表に掲げる 障害等級の１ 級に該当する 障害を有

する も の 

２  こ の条例において「 医療保険各法」 と は、 規則に定める 医療保険に関する 法律をいう 。  

（ 対象者）  

第３ 条 こ の条例によ る 医療費等の助成（ 以下「 助成」 と いう 。 ） を受ける こ と ができ る 者（ 以下

「 対象者」 と いう 。 ） は、 医療保険各法の被保険者、 組合員、 加入者又は被扶養者である 重度心
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身障害者で、 次の各号のいずれかに該当する も のと する 。  

( １ )  本市の住民基本台帳に記録さ れている 者 

( ２ )  本市以外の市町村の住民基本台帳に記録さ れている 者で、 次に掲げる いずれかに該当する

も の 

ア 国民健康保険法（ 昭和33年法律第192号） 第116条の２ の規定によ り 本市の区域内に住所を

有する も のと みなさ れる 者 

イ  高齢者の医療の確保に関する 法律（ 昭和57年法律第80号） 第50条の後期高齢者医療の被保

険者で、当該被保険者と なる 日の前日に国民健康保険法第116条の２ の規定によ り 本市の区域

内に住所を有する も のと みなさ れる も の（ 同条第１ 項の病院等に引き 続き 同項の入院等をし

ている 者に限る 。 ）  

ウ  本市が身体障害者福祉法第９ 条第２ 項の規定によ る 援護若し く は知的障害者福祉法第９ 条

第２ 項の規定によ る 更生援護又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための

法律（ 平成17年法律第123号） 第19条第３ 項（ 同法第52条第２ 項及び第76条第４ 項の規定によ

り 準用する 場合を含む。 ） の規定によ る 支給決定を行なっている 者 

２  前項の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する 者は対象者と し ない。  

( １ )  生活保護法（ 昭和25年法律第144号） の被保護者 

( ２ )  重度心身障害者及び当該重度心身障害者と 生計を一にする 者と し て規則で定める も のにつ

いて、 医療の給付のあった月の属する 年度（ 医療の給付のあった月が４ 月から ７ 月ま での場合

にあっては、 前年度） 分の地方税法（ 昭和25年法律第226号） の規定によ る 市町村民税（ 同法の

規定によ る 特別区民税を含む。 ） の同法第292条第１ 項第２ 号の所得割（ 同法第328条の規定に

よ り 課する 所得割を除く 。 ） の額を規則で定める と こ ろによ り 合算し た額（ 以下「 基準税額」

と いう 。 ） が235, 000円以上である も の。 ただし 、 重度心身障害者が障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援する ための法律施行令（ 平成18年政令第10号） 第35条第１ 号に規定する 高

額治療継続者である 場合を除く 。  

( ３ )  富津市ひと り 親家庭等医療費等の助成に関する 条例（ 平成19年富津市条例第３ 号） の規定

によ り 受給資格の認定を受けた者 

( ４ )  富津市子ど も 医療費の助成に関する 条例（ 平成22年富津市条例第13号） の子ど も  

( ５ )  65歳以上である 者。 ただし 、 65歳に達する 日の前日ま での間に前条第１ 項の規定に該当し

ていた者で、 65歳に達し た日以後も 引き 続き 同項の規定に該当し ている も のを除く 。  

( ６ )  本市以外において、 助成に相当する 医療費等の支給を受ける こ と ができ る 者 
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（ 助成の範囲）  

第４ 条 助成は、 対象者の疾病又は負傷について医療保険各法に基づく 保険によ り 医療の給付がな

さ れたと き 、 当該医療の給付に伴う 自己負担すべき 額（ 対象者が負担すべき 額について法令の規

定によ り 国又は地方公共団体の負担において給付を受ける 額、 国の補助に基づき 給付を受ける 額

及び付加給付規定に基づき 給付を受ける 額並びに医療保険各法に規定する 食事療養標準負担額及

び生活療養標準負担額を除く 。 ） から 、 別表に定める 世帯区分に応じ た一部負担額を控除し た額

について行う も のと する 。  

（ 助成の申請等）  

第５ 条 助成を受けよ う と する 対象者は、 あら かじ め市長に申請し なければなら ない。  

２  市長は、 前項の規定によ る 申請があったと き は、 助成に係る 受給資格の認定の可否を決定し 、

当該申請をし た対象者に通知する も のと する 。  

（ 受給券）  

第６ 条 市長は、 前条第２ 項の規定によ り 助成に係る 受給資格の認定をし たと き は、 当該認定をし

た対象者に受給券を交付する も のと する 。  

２  前項の規定によ り 受給券の交付を受けた対象者は、 医療保険各法に基づき 指定さ れた病院、 診

療所、 薬局等（ 以下「 保険医療機関」 と いう 。 ） のう ち県内の保険医療機関において医療の給付

を受ける と き は、 被保険者証等及び受給券を提示する も のと する 。  

（ 助成の方法）  

第７ 条 市長は、 対象者が県内の保険医療機関において医療の給付を受けたと き は、 当該保険医療

機関に助成する 額を支払う も のと する 。 ただし 、 対象者が当該保険医療機関以外の保険医療機関

で保険給付を受けたと き 又は受給券を提示し なかったと き は、 当該対象者に助成する 額を支払う

こ と によ り 行う こ と ができ る 。  

２  助成は、 第５ 条第１ 項の規定によ る 申請を受理し た日から 行う も のと する 。 ただし 、 当該受理

し た日以前に対象者が保険医療機関において医療の給付を受けたと き は、 規則で定める 日から 行

う も のと する 。  

３  第１ 項ただし 書の規定によ り 助成を受けよ う と する 対象者は、 医療の給付を受けた日の翌日か

ら 起算し て２ 年以内に市長に届け出る も のと する 。  

（ 届出の義務）  

第８ 条 受給券の交付を受けた対象者は、 第５ 条第１ 項の規定によ り 申請し た内容に変更が生じ た

と き は、 当該受給券を添えて、 速やかに市長に届け出なければなら ない。  
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（ 損害賠償と の調整）  

第９ 条 対象者は、 助成の事由が第三者の行為によ って生じ た場合において、 当該事由に係る 助成

を受けたと き は、 その助成の額の限度において、 対象者が当該事由に係る 第三者に対し て有する

損害賠償の請求権を市に譲渡する も のと する 。  

２  前項の場合において、 対象者が助成を受けた後に第三者から 損害賠償を受けたと き は、 対象者

は、 当該助成の額の限度において市長が定める 額を返還し なければなら ない。  

（ 返還）  

第10条 市長は、 偽り その他不正の手段によ り 助成を受け、 又は助成以外に法令等によ る 医療費等

の支給を受けた者がある と き は、 その者に本市が既に支給し た額の全部又は一部を返還さ せる こ

と ができ る 。  

（ 支払過誤の調整）  

第11条 市長は、 第７ 条第１ 項の規定によ り 保険医療機関又は対象者に助成する 額を支払った場合

において、 その額に過誤があったと き は、 当該過誤のあった支払月の翌月以降の支払額と の間で

必要な調整を行う こ と ができ る 。  

（ 譲渡又は担保の禁止）  

第12条 助成を受ける 権利は、 他人に譲渡し 、 又は担保に供し てはなら ない。  

（ 時効）  

第13条 助成を受ける 権利は、 医療の給付を受けた日の翌日から 起算し て２ 年を経過し たと き は、

時効によ って消滅する 。  

（ 委任）  

第14条 こ の条例に定める も ののほか、 重度心身障害者に対する 助成に関し 必要な事項は、 規則で

定める 。  

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の条例は、 平成27年８ 月１ 日から 施行する 。  

（ 経過措置）  

２  こ の条例によ る 改正後の富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例（ 以下「 新条例」

と いう 。 ） の規定は、 こ の条例の施行の日（ 以下「 施行日」 と いう 。 ） 以後に受けた医療の給付

に係る 助成について適用し 、 施行日前に受けた医療の給付に係る 助成については、 なお従前の例

によ る 。  
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３  施行日前にこ の条例によ る 改正前の富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例第２ 条

第１ 項の規定に該当し ていた65歳以上の者で、 施行日以後も 引き 続き 新条例第２ 条第１ 項の規定

に該当する も のについては、 同条例第３ 条第２ 項第５ 号の規定は、 適用し ない。  

（ 準備行為）  

４  市長は、 新条例の規定によ る 受給券の交付その他新条例の施行に関し 必要な準備行為を、 施行

日前においても 行う こ と ができ る 。  

附 則（ 平成31年３ 月20日条例第８ 号）  

こ の条例は、 公布の日から 施行する 。  

附 則（ 令和２ 年６ 月29日条例第18号）  

（ 施行期日）  

１  こ の条例は、令和２ 年８ 月１ 日から 施行する 。ただし 、次項の規定は、公布の日から 施行する 。  

（ 準備行為）  

２  こ の条例によ る 改正後の富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例（ 以下「 新条例」

と いう 。 ） 第２ 条第１ 項第３ 号に規定する 者が受給資格の認定を受ける ための申請その他の準備

行為は、 こ の条例の施行の日前においても 新条例の規定の例によ り 行う こ と ができ る 。  

別表（ 第４ 条関係）  

世帯区分 

一部負担額 

入院１ 日又は 

通院１ 回当たり  
調剤 

市町村民税所得割課税世帯 300円
０ 円 

上記以外の場合 ０ 円

注１  市町村民税所得割課税世帯と は、 基準税額が生じ る も のをいう 。  

２  １ 日に入院及び通院が重複する 場合は、 それぞれ１ 日又は１ 回と し て一部負担額を算定す

る 。  
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○富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例施行規則 

平成27年６ 月23日規則第40号 

改正 

平成31年３ 月７ 日規則第10号 

令和２ 年６ 月29日規則第23号 

令和４ 年３ 月１ 日規則第８ 号 

令和４ 年５ 月13日規則第21号 

富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例施行規則 

富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例施行規則（ 昭和48年富津市規則第23号） の全

部を次のよ う に改正する 。  

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の規則は、 富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例（ 平成27年富津市条例第

13号。 以下「 条例」 と いう 。 ） の施行に関し 必要な事項を定める も のと する 。  

（ 医療保険各法）  

第２ 条 条例第２ 条第２ 項の医療保険各法は、 次に掲げる 法律をいう 。  

( １ )  健康保険法（ 大正11年法律第70号）  

( ２ )  船員保険法（ 昭和14年法律第73号）  

( ３ )  私立学校教職員共済法（ 昭和28年法律第245号）  

( ４ )  国家公務員共済組合法（ 昭和33年法律第128号）  

( ５ )  国民健康保険法（ 昭和33年法律第192号）  

( ６ )  地方公務員等共済組合法（ 昭和37年法律第152号）  

( ７ )  高齢者の医療の確保に関する 法律（ 昭和57年法律第80号）  

（ 基準世帯員）  

第３ 条 条例第３ 条第２ 項第２ 号の重度心身障害者と 生計を 一にする 者と し て規則で定める も の

（ 以下「 基準世帯員」 と いう 。 ） は、 次の各号に掲げる 重度心身障害者の区分に応じ 、 当該各号

に定める 者と する 。 ただし 、 18歳未満の重度心身障害者（ 以下「 重度心身障害児」 と いう 。 ） の

配偶者、 親権を行う 者、 未成年後見人等であって現に重度心身障害児を扶養し 、 かつ、 生計を維

持し ている も の（ 以下「 保護者」 と いう 。 ） が後期高齢者医療の被保険者である 場合（ 第２ 号に

掲げる 場合に限る 。 ） は、 当該重度心身障害児の保護者及び当該重度心身障害児の加入し ている

国民健康保険の被保険者（ 当該重度心身障害児以外の者で、 当該重度心身障害児と 同一の世帯に



2/14 

属する も のに限る 。 ） と する 。  

( １ )  重度心身障害者の加入し ている 医療保険が国民健康保険及び後期高齢者医療以外である 場

合 重度心身障害者の加入し ている 医療保険各法（ 国民健康保険法及び高齢者の医療の確保に

関する 法律（ 以下「 国民健康保険法等」 と いう 。 ） を除く 。 ） の規定によ る 被保険者（ 当該医

療の給付に係る 重度心身障害者以外の者で、 健康保険法の規定によ る 被保険者（ 同法第３ 条第

２ 項の規定によ る 日雇特例被保険者を除く 。 ） 、 船員保険法の規定によ る 被保険者、 国家公務

員共済組合法若し く は地方公務員等共済組合法に基づく 共済組合の組合員、 私立学校教職員共

済法の規定によ る 私立学校教職員共済制度の加入者又は健康保険法第126条の規定によ り 日雇

特例被保険者手帳の交付を受け、 当該手帳に健康保険印紙を貼り 付ける べき 余白がなく なる に

至る ま での間にある 者をいう 。 ）  

( ２ )  重度心身障害者の加入し ている 医療保険が国民健康保険である 場合 重度心身障害者の加

入し ている 国民健康保険の被保険者（ 当該医療の給付に係る 重度心身障害者以外の者で、 同一

の世帯に属する も のに限る 。 ）  

( ３ )  重度心身障害者の加入し ている 医療保険が後期高齢者医療である 場合 重度心身障害者の

加入し ている 後期高齢者医療の被保険者（ 当該医療の給付に係る 重度心身障害者以外の者で、

同一の世帯に属する も のに限る 。 ）  

２  重度心身障害者が、 基準世帯員（ 当該重度心身障害者の配偶者を除く 。 ） の扶養親族（ 地方税

法（ 昭和25年法律第226号） 第292条第１ 項第８ 号に規定する 扶養親族をいう 。 以下同じ 。 ） 及び

被扶養者に該当し ないと き は、 基準世帯員を当該重度心身障害者の配偶者のみである も のと する

こ と ができ る 。  

（ 基準税額）  

第４ 条 条例第３ 条第２ 項第２ 号の基準税額は、 次の各号に掲げる 重度心身障害者の区分に応じ 、

当該各号に定める 市町村民税の所得割の額を合算し た額と する 。  

( １ )  重度心身障害者が医療保険各法（ 国民健康保険法等を除く 。 ） の規定によ る 被保険者であ

る 場合 当該重度心身障害者の市町村民税の所得割の額 

( ２ )  重度心身障害者が前条第１ 項ただし 書又は同項第２ 号若し く は第３ 号に該当する 場合 当

該重度心身障害者の市町村民税の所得割の額及び基準世帯員の市町村民税の所得割の額 

( ３ )  重度心身障害者が前２ 号のいずれにも 該当し ない者である 場合 基準世帯員の市町村民税

の所得割の額 

２  前項の所得割の額は、 次の各号に掲げる 方法によ り 算定する も のと する 。  
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( １ )  地方税法第314条の７ 並びに附則第５ 条の４ 第６ 項及び第５ 条の４ の２ 第６ 項の規定によ

る 控除をさ れる べき 額がある 場合は、 当該額を加算する も のと する 。  

( ２ )  扶養親族（ 19歳未満の者に限る 。 以下こ の号において同じ 。 ） がある 場合は、 当該扶養親

族１ 人につき 33万円（ 当該扶養親族が16歳以上の者である と き は、 12万円） に地方税法第314

条の３ 第１ 項に規定する 率を乗じ て得た額を控除する も のと する 。  

( ３ )  重度心身障害者又は基準世帯員が地方税法第318条に規定する 賦課期日において指定都市

（ 地方自治法（ 昭和22年法律第67号） 第252条の19第１ 項の指定都市をいう 。 以下同じ 。 ） の区

域内に住所を有する 者である と き は、 こ れら の者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有

する 者と みなし て、 所得割の額を算定する も のと する 。  

（ 助成の申請書等）  

第５ 条 条例第５ 条第１ 項の規定によ る 申請は、 重度心身障害者医療費等受給資格認定申請書（ 別

記第１ 号様式） に次に掲げる 書類を添えて行わなければなら ない。 ただし 、 市において当該書類

の内容が確認でき る 場合は、 当該書類の添付を省略する こ と ができ る 。  

( １ )  身体障害者手帳、 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳（ 以下「 身体障害者手帳等」 と い

う 。 ）  

( ２ )  被保険者証等 

( ３ )  基準税額を確認でき る 書類 

( ４ )  重度心身障害者医療費等付加給付等証明書（ 別記第２ 号様式） （ 療養に対する 付加給付等

のある 医療保険に加入し ている 場合に限る 。 ）  

( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 市長が必要と 認める 書類 

（ 受給券）  

第６ 条 条例第６ 条第１ 項の受給券は、 重度心身障害者医療費等助成受給券（ 別記第３ 号様式） と

する 。  

（ 受給券の有効期間）  

第７ 条 受給券の有効期間は、 第５ 条の申請書を受理し た日の属する 月の翌月の初日から 同日以後

最初に到来する ７ 月31日ま で（ 以下「 ７ 月31日」 と いう 。 ） と する 。  

２  前項の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する と き は、 当該各号に定める 日又は７

月31日のいずれか早い日ま でを受給券の有効期間と する 。  

( １ )  条例第２ 条第１ 項第１ 号の規定によ る 手帳に再認定の記載がある と き  再認定年月の末日 

( ２ )  条例第２ 条第１ 項第２ 号の規定によ る 手帳に次回判定年月の記載がある と き  次回判定年
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月の末日 

( ３ )  条例第２ 条第１ 項第３ 号の規定によ る 手帳の交付を受けている と き  当該精神障害者保険

福祉手帳の有効期限が到来する 日 

（ 受給券の更新）  

第８ 条 受給券の更新については、 第５ 条の規定を準用する 。  

２  前項の規定によ る 更新後の受給券の有効期間は、 当該更新前の受給券の有効期間の満了する 日

の翌日から 起算し て１ 年間又は前条第２ 項の規定によ る 受給券の有効期間のいずれか早い日ま で

と する 。  

（ 受給券の再交付）  

第９ 条 受給券の交付を受けた対象者は、 受給券を紛失し 、 汚損し 、 又は破損し たと き は、 重度心

身障害者医療費等助成受給券再交付申請書（ 別記第４ 号様式） によ り 、 市長に受給券の再交付を

申請する こ と ができ る 。 こ の場合において、 受給券を汚損し 、 又は破損し たと き は、 当該受給券

を添えて申請し なければなら ない。  

２  受給券の紛失によ り 再交付を受けた対象者は、 紛失し た受給券を発見し たと き は、 速やかに当

該受給券を市長に返還し なければなら ない。  

（ 助成開始日の特例）  

第10条 条例第７ 条第２ 項の規則で定める 日は、 次の各号に掲げる 区分に応じ 、 当該各号に定める

日と する 。  

( １ )  本市の住民基本台帳に記録さ れている 者が重度心身障害者になったと き  身体障害者手帳

等の交付を受けた日 

( ２ )  重度心身障害者が本市の住民基本台帳に記録さ れたと き  当該記録をさ れた日。 ただし 、

当該日に本市以外において助成に相当する 医療費等の給付を受ける こ と ができ る 場合は、 当該

日の翌日 

（ 医療費等の届出等）  

第11条 条例第７ 条第３ 項の規定によ る 届出は、重度心身障害者医療費等届出書（ 別記第５ 号様式）

に次に掲げる 書類を添えて行わなければなら ない。  

( １ )  助成を受ける 医療費等に係る 領収書 

( ２ )  前号に掲げる も ののほか、 市長が必要と 認める 書類 

２  前項の届出は、 １ 箇月を単位と し て、 提出し よ う と する 日の属する 月の前月の末日ま でに受け

た医療に係る 医療費等を対象と する 。  
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３  市長は、 第１ 項の届出書を受理し たと き は、 助成の可否を決定し 、 当該届出をし た対象者に通

知する も のと する 。  

（ 届出の義務）  

第12条 条例第８ 条の規定によ る 届出は、重度心身障害者医療費等受給資格変更（ 喪失） 届出書（ 別

記第６ 号様式） によ り 行わなければなら ない。  

２  対象者が次に掲げる 事由に該当する と き は、 前項の届出書によ り 速やかに市長に届け出なけれ

ばなら ない。  

( １ )  死亡し たと き 。  

( ２ )  市外へ転出し たと き 。  

( ３ )  重度心身障害者でなく なったと き 。  

( ４ )  条例第３ 条第２ 項第１ 号から 第４ 号ま でのいずれかに該当し たと き 。  

( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 医療費等の助成を必要と し なく なったと き 。  

（ 損害賠償の請求権の譲渡）  

第13条 条例第９ 条第１ 項の規定によ る 損害賠償の請求権の譲渡は、 重度心身障害者医療費等助成

制度に係る 債権譲渡について（ 別記第７ 号様式） を市長に提出する こ と によ り 行う も のする 。  

（ 代理）  

第14条 助成に関する 申請、 届出その他の行為は、 本人又はその代理人が行う も のと する 。  

（ 補則）  

第15条 こ の規則に定める も ののほか、 重度心身障害者に対する 助成に関し 必要な事項は、 市長が

別に定める 。  

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の規則は、 平成27年８ 月１ 日から 施行する 。  

（ 経過措置）  

２  こ の規則によ る 改正後の富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例施行規則の規定は、

こ の規則の施行の日（ 以下「 施行日」 と いう 。 ） 以後に受けた医療の給付に係る 助成について適

用し 、 施行日前に受けた医療の給付に係る 助成については、 なお従前の例によ る 。  

附 則（ 平成31年３ 月７ 日規則第10号）  

こ の規則は、 公布の日から 施行する 。  

附 則（ 令和２ 年６ 月29日規則第23号）  
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こ の規則は、 公布の日から 施行する 。  

附 則（ 令和４ 年３ 月１ 日規則第８ 号）  

こ の規則は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

附 則（ 令和４ 年５ 月13日規則第21号）  

こ の規則は、 公布の日から 施行する 。  
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別記 

第１ 号様式（ 第５ 条関係）  
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第２ 号様式（ 第５ 条関係）  
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第３ 号様式（ 第６ 条関係）  
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第４ 号様式（ 第９ 条関係）  
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第５ 号様式（ 第11条関係）  
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第６ 号様式（ 第12条関係）  
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第７ 号様式（ 第13条関係）  

 



富津市重度心身障害者医療費等の助成に関する 条例施行規則（ 平成27年富津市規則第40号） 新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（ 助成の申請書等）  （ 助成の申請書等）  

第５ 条 条例第５ 条第１ 項の規定によ る 申請は、 重度心身障害者医療

費等受給資格認定申請書（ 別記第１ 号様式） に次に掲げる 書類を 添

えて行わなければなら ない。 ただし 、 市において当該書類の内容が

確認でき る 場合は、 当該書類の添付を 省略する こ と ができ る 。  

第５ 条 条例第５ 条第１ 項の規定によ る 申請は、 重度心身障害者医療

費等受給資格認定申請書（ 別記第１ 号様式） に次に掲げる 書類を 添

えて行わなければなら ない。 ただし 、 市において当該書類の内容が

確認でき る 場合は、 当該書類の添付を 省略する こ と ができ る 。  

( １ )  身体障害者手帳、 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳（ 以

下「 身体障害者手帳等」 と いう 。 ）  

( １ )  身体障害者手帳、 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳（ 以

下「 身体障害者手帳等」 と いう 。 ）  

( ２ )  被保険者証等 ( ２ )  被保険者証等 

( ３ )  基準税額を 確認でき る 書類 ( ３ )  基準税額を 確認でき る 書類 

( ４ )  重度心身障害者医療費等付加給付等証明書（ 別記第２ 号様式）

（ 療養に対する 付加給付等のある 医療保険に加入し ている 場合に

限る 。 ）  

( ４ )  重度心身障害者医療費等付加給付等証明書（ 別記第２ 号様式）

（ 療養に対する 付加給付等のある 医療保険に加入し ている 場合に

限る 。 ）  

( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 市長が必要と 認める 書類 ( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 市長が必要と 認める 書類 

（ 届出の義務）  （ 届出の義務）  

第12条 条例第８ 条の規定によ る 届出は、 重度心身障害者医療費等受

給資格変更（ 喪失） 届出書（ 別記第６ 号様式） によ り 行わなければ

なら ない。  

第12条 条例第８ 条の規定によ る 届出は、 重度心身障害者医療費等受

給資格変更（ 喪失） 届出書（ 別記第６ 号様式） によ り 行わなければ

なら ない。  

２  対象者が次に掲げる 事由に該当する と き は、 前項の届出書によ り

速やかに市長に届け出なければなら ない。  

２  対象者が次に掲げる 事由に該当する と き は、 前項の届出書によ り

速やかに市長に届け出なければなら ない。  

( １ )  死亡し たと き 。  ( １ )  死亡し たと き 。  

( ２ )  市外へ転出し たと き 。  ( ２ )  市外へ転出し たと き 。  

( ３ )  重度心身障害者でなく なったと き 。  ( ３ )  重度心身障害者でなく なっ たと き 。  

( ４ )  条例第３ 条第２ 項第１ 号から 第４ 号ま でのいずれかに該当し

たと き 。  

( ４ )  条例第３ 条第２ 項第１ 号から 第４ 号ま でのいずれかに該当し

たと き 。  

( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 医療費等の助成を 必要と し なく

なっ たと き 。  

( ５ )  前各号に掲げる も ののほか、 医療費等の助成を 必要と し なく

なっ たと き 。  

別記 別記 

第１ 号様式（ 第５ 条関係）  第１ 号様式（ 第５ 条関係）  



第６ 号様式（ 第12条関係）  第６ 号様式（ 第12条関係）  

 



第１ 号様式（ 第５ 条関係）  

重度心身障害者医療費等受給資格認定申請書 

年  月  日  

  富津市長 様 

申請者 住 所              

氏 名              

電 話              

 次のと おり 重度心身障害者医療費等助成に係る 受給資格の認定について申請し ま す。  

対

象

者 

住 所 
□申請者と 同じ  申 請 者 

と の 続柄 
□本人 

氏 名 
□申請者と 同じ  

生 年 月 日 年  月  日 

個 人 番 号             

加 入 

医 療 保 険 

政府・ 組合・ 日雇 

船員・ 共済・ 国保 

後期 

記号番号  本 人 ・  

家族の別 

本人 

家族 保険者名  

障

害

の

程

度 

身体障害者

手帳、 療育

手帳又は精

神障害者保

健福祉手帳 

手 帳 発 行 年 月 日 年  月  日発行 

発 行 者  

直 近 の 判 定 年 月 日 年  月  日判定 

手 帳 番 号 ・ 程 度 第       号 

基準世帯員 

（ 対象者と 同一

の医療保険の被

保険者等）  

氏  名 続柄 個人番号 

①              

②              

③              

④              

対象者と 住所が 
違う 場合の住所 

対象者及び基準世帯員に係る 市町村民税所得割課税者の有無 有・ 無 

指定振込口座 

金 融 
機 関 名 

 支店名  

口座種別 普通･当座 口座番号        

フ リ ガナ  

口 座 
名 義 人 

 

   

事 

務 

処 

理 

欄 

基 準 税 額 課 税 状 況 
及 び 確 認 年 月 日 

 非課税・ 課税      円     年   月   日 

１  受給資格該当によ り 、 受給券を交付する 。  

２  受給資格非該当によ り 、 却下する 。  

決

裁

欄 

     添
付
書
類
確
認 

１ 身体障害者手帳、 療育手帳又は

精神障害者保健福祉手帳 

２ 被保険者証等 

３ 基準税額を証する書類 

４ 受給資格認定に要する 個人情報

等の閲覧・ 提供に係る同意書 

     

認定年月日及び受給者番 号 年   月   日 
 



第６ 号様式（ 第12条関係）  

重度心身障害者医療費等受給資格変更（ 喪失） 届出書 

 

年  月  日  

 富津市長     様 

届出者 住 所            

氏 名            

電 話            

対 象 者 

住 所 
□申請者と 同じ  

氏 名 
□申請者と 同じ  

個人番号             

 次のと おり 、 対象者に係る 事項に変更等があり ま し たので、 届け出ま す。  

住 所  

氏 名  

加入医療保険 

及び記号番号 
 

基

準

世

帯

員 

氏 名 続 柄 個 人 番 号 

①              

②              

③              

④              

対象者と 住所が 
違う 場合の住所 

指
定
振
込
口
座 

金融機関名  支 店 名  

口 座 種 別 普通・ 当座 口 座 番 号        

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人  

喪 失 事 由 

( 該当する 番号に ○)  

１  死亡したため。      ２  市外へ転出したため。  

３  生活保護を受給したため。 ４  障害の程度が軽く なったため。  

５  ひと り 親家庭等医療費又は子ども医療費の助成の適用を受けた

ため。  

６  その他（                    ）  

変 更 ・ 喪 失 年 月 日 年   月   日 

注１  変更のあった事項を該当する 欄に記入し てく ださ い。  

 ２  変更の内容が確認でき る 書類等（ 被保険者証、 通帳等） を届出時に提示し てく ださ い。  

 ３  各欄の変更日が異なる 場合は、 その欄の余白に変更日を記入し てく ださ い。  


